保育所の運営に係る確認書

平成　　　年　　　月　　　日
函館市長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法 人 名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　当法人が運営する（　　　　　　　　　　　　　　　　）において，下記の通知に定める要件を次のとおり満たしていることを確約します。

通知名：子ども・子育て支援法附則第６条の規定による私立保育所に対する委託費の経理等について（平成27年9月3日府子本第254号・障児発0903第6号）
	１（２）要件
	○
	×

	① 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第45条第１項の基準が遵守されていること。 
	
	

	② 運営費に係る交付基準及びそれに関する通知等に示す職員の配置等の事項が遵守されていること。 
	
	

	③ 給与に関する規程が整備され、その規程により適正な給与水準が維持されている等人件費の運用が適正に行われていること。 
	
	

	④ 給食について必要な栄養量が確保され、嗜好を生かした調理がなされているとともに、日常生活について必要な諸経費が適正に確保されていること。 
	
	

	⑤ 入所児童に係る保育が保育所保育指針（平成20年３月28日厚生労働省告示第141号）を踏まえているとともに、処遇上必要な設備が整備されているなど、児童の処遇が適切であること。 
	
	

	⑥ 運営・経営の責任者である理事長等の役員、施設長及び職員が国等の行う研修会に積極的に参加するなど役職員の資質の向上に努めていること。 
	
	

	⑦ その他保育所運営以外の事業を含む当該保育所の設置者の運営について、問題となる事由がないこと。
	
	

	１（５）要件 
	○
	×

	⑧ 社会福祉法人会計基準に基づく資金収支計算書、事業区分資金収支内訳表、拠点区分資金収支計算書及び拠点区分資金収支明細書又は学校法人会計基準に基づく資金収支計算書及び資金収支内訳表もしくは企業会計による損益計算書及び「保育所の設置認可等について」（平成12年３月30日児発第295号）に定める貸借対照表、これら以外の会計基準により会計処理を行っている場合は、これらに相当する財務諸表を保育所に備え付け、閲覧に供すること。 
	
	

	⑨ 毎年度、次のア又はイが実施されていること。 
	
	

	
	ア 第三者評価加算の認定を受け、サービスの質の向上に努めること。 
	
	

	
	イ 「社会福祉事業の経営者による福祉サービスに関する苦情解決の仕組みの指針につ
いて」(平成12年６月７日障第452号・社援第1352号・老発第514号・児発第575号)に
より、入所者等に対して苦情解決の仕組みが周知されており、第三者委員を設置し
て適切な対応を行っているとともに、入所者等からのサービスに係る苦情内容及び
解決結果の定期的な公表を行うなど、利用者の保護に努めること。 
	
	

	⑩ 処遇改善等加算の賃金改善要件及びキャリアパス要件のいずれも満たしていること。 
	
	


